平成27年度　再々評価調書
１事業概要

	事業名
	南海本線・高師浜線（高石市）連続立体交差事業

	担当部署
	都市整備部　交通道路室　都市交通課　連立・鉄軌道グループ（連絡先　06-6944-9281）

	事業箇所
	高石市東羽衣１丁目～綾園７丁目

	再々評価理由
	・再々評価実施後５年間が経過した時点で継続中

	事業目的
	　本路線は、大阪市と和歌山市・関西国際空港を結ぶ幹線鉄道であり、とりわけ、本事業区間のラッシュ時における踏切遮断は長時間にわたり、踏切部で発生する交通渋滞が著しい。
　そこで、踏切を除却し、沿線の交通渋滞を緩和するとともに、周辺市街地整備、都市及び地域相互間の有機的な連携強化などを目的として、鉄道の高架化を図る。

	事業内容
	鉄道の高架化及び側道の整備

事業区間　　　：4.1ｋｍ（南海本線3.1ｋｍ、高師浜線1.0ｋｍ）

高架化される駅：羽衣駅、高石駅

踏切除却数　　：13箇所（うち開かずの踏切３箇所、ボトルネック踏切２箇所）

	事業費

（　）内の数値は
前回評価時点のもの
	全体事業費：約617億円（約550億円）

	
	（内訳）調査費等約23億円（約18億円）
用地費　約103億円（約99億円）
　　　　　工事費　約491億円（約433億円）

	【工事費の内訳】

高架工　　　　約364億円(約316億円)
電気・軌道工　約117億円(約107億円)
側道工　　　　約10億円(約10億円)

	事業費の変更理由
	【事業費変動要因の状況】

警察・地元協議等に伴う交通誘導員の増員等地元安全対策による増額、工事騒音・振動対策に伴う工法変更等環境対策による増額、工事ヤード不足に伴う施工方法見直し等施工計画変更等による増額等。
【他事業者との協議状況】
国、高石市、南海電気鉄道(株)と協議中

	維持管理費
	約2.1百万円／年（道路施設のみ）（国土交通省「連続立体交差事業の費用便益分析マニュアル（案）」（平成20年11月）により算出。）
※鉄道施設は鉄道事業者が維持管理を行う。


２事業の必要性等に関する視点　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	【計画時点H8】
	【再々評価時点H22】
	【再々評価時点H27】
	【変動要因の分析】

	事業を巡る社会

経済情勢等の変化
	【開かずの踏切】

・浜寺公園4号、羽衣1号、羽衣3号

【自動車ﾎﾞﾄﾙﾈｯｸ踏切】

・羽衣10号

【歩行者ﾎﾞﾄﾙﾈｯｸ踏切】

・高石1号

【踏切遮断時間】

・総平均：7.1時間/日

【踏切交通量の状況】（自動車）

・総合計:24,995台/日
『H2～3大阪府調査データ』より
	【開かずの踏切】（※１）
・浜寺公園4号、羽衣1号、羽衣3号
【自動車ボトルネック踏切】（※２）
・羽衣10号

【歩行者ボトルネック踏切】（※３）
・高石1号

【踏切遮断時間】

・総平均：7.4時間/日

【踏切交通量の状況】（自動車）

・総合計:25,197台/日
【踏切交通遮断量】（自動車）

・総平均:32,916台時/日
『踏切交通実態総点検（H19.4.20国土交通省公表）データ』より
（※１）ピーク時間の遮断時間が40分/日以上の踏切
（※２）一日あたりの踏切自動車交通遮断量（自動車交通量×踏切遮断時間）が5万台・時/日以上の踏切
（※３）一日あたりの踏切自動車交通遮断量と踏切歩行者等交通遮断量（歩行者および自転車の交通量×踏切遮断時間）の和が5万台・時/日以上かつ一日あたりの踏切歩行者等交通遮断量が2万台・人時/日以上になる踏切
	－

	地元等の

協力体制等
	地元市である高石市に地元調整、関連側道の用地買収及び整備を委託。
	－

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	費用便益の測定手法が確立されていないため、算出していない。
	【分析結果】
・B/C=1.07

B（便益）=529.3億円

移動時間短縮便益：434.7億円

走行経費減少便益：45.4億円

交通事故減少便益：49.2億円

C（費用）=495.9億円
・建設費：495.6億円

・維持管理費：0.3億円

【算出方法】
国土交通省「連続立体交差事業の費用便益分析ﾏﾆｭｱﾙ（案）」（平成20年11月）により算出
【受益者】
地域住民、道路・鉄道利用者、地域経済、地域社会
	【分析結果】
・B/C＝0.87
B（便益）＝574.1億円

移動時間短縮便益:518.6億円

走行経費減少便益:46.3億円

交通事故減少便益:9.2億円

C（費用）=656.7億円
・建設費:656.3億円

・維持管理費:0.4億円
【算出方法】

国土交通省「連続立体交差事業の費用便益分析ﾏﾆｭｱﾙ（案）」（平成20年11月）により算出

・B/C＝3.20（残事業）
B（便益）=574.1億円

C（費用）=179.5億円
※参考

【国土交通省と自治体による勉強会で検討した新手法による試算結果】
「平成25年度連続立体交差事業に関する勉強会」にて、従来の手法で用いる3便益（移動時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益）以外の整備効果（暫定整備効果や高架下利用に関する効果等）を新便益として追加して試算
・B/C=1.01
B（便益）=664.3億円

C（費用）=656.7億円
【受益者】
地域住民、道路・鉄道利用者、地域経済、地域社会
	・建設期間の長期化及び事業費の増加によるＢ／Ｃの減。
[image: image1.jpg]





	
	【計画時点H8】
	【再々評価時点H22】
	【再々評価時点H27】
	【変動要因の分析】

	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	【効果項目】

・踏切除却により踏切事故が解消される。

・踏切除却及び渋滞緩和により緊急車両の通行が容易になる。

・駅及びその周辺施設の整備にあわせバリアフリー化が促進される。

・鉄道の高架化により市街地の分断が解消され、高架下に公共施設や商業施設が整備され、利便性が向上し、地域コミュニティーの活性化が図られる。

・駅の高架化にあわせて、駅前周辺の街づくりを一体的に進めることにより駅前広場や駅周辺の道路整備が促進され、交通結節機能が向上し、地域の活性化が図られる。

・踏切の除却により、渋滞が緩和されバス等の定時制が確保される。

・渋滞の解消に伴い、大気汚染、騒音等の改善が図れる。

・鉄道高架化により騒音の改善が図れる。

【受益者】
地域住民、道路・鉄道利用者、地域経済、地域社会
	

	事業の進捗状況

＜経過＞

①事業採択年度

②事業着工年度

③完成予定年度
	1 平成８年度
2 平成９年度

3 平成21年度
	1 平成８年度

2 平成９年度

3 平成31年度
	1 平成８年度

2 平成９年度

3 平成33年度
	用地買収等が難航したため、事業期間を延伸。

	＜進捗状況＞
	
	・全体42％

（229億円／550億円）

・用地91％
（90億円／99億円）
・工事28％
（122億円／433億円）
	・全体67％

（415億円／617億円）

・用地100％
（103億円／103億円）
・工事59％
（289億円／491億円）
	－

	事業の必要性等に関する視点における判定（案）
	・用地交渉が難航していたことから、完成予定が２年遅れとなる見込みだが、本事業区間のラッシュ時における踏切遮断は依然として長時間にわたり、踏切部で発生する交通渋滞が著しいため、事業の必要性に変化はない。平成28年春に南海本線下り線、平成31年春に南海本線上り線、平成33年春に高師浜線の鉄道高架化を予定しており、その時点で踏切の遮断時間が解消され、交通渋滞の緩和に効果がある。
・また、上り線については、平成21年11月に、下り線については、平成23年５月に仮線切替えを行い、現在は仮設ホーム、仮踏切で運行しており、利用者の安全に対するリスクの長期化を避けるためにも早期の完成が必要である。


３事業の進捗の見込みの視点

	事業の進捗の見込みの視点における
判定（案）
	・用地買収は100％完了しており、平成28年春南海本線下り線、平成31年春南海本線上り線、平成33年春高師浜線の高架化完了予定。環境側道等の整備を行い、平成33年度末事業完了予定。
・用地買収が難航していたことから、完成予定が２年遅れとなる見込みだが、鉄道工事は順調に進んでおり、その他の状況に大きな障害はない。



４コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

	コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点における
判定（案）
	・工事進捗は59％、用地は100％取得済みである。また、平成21年11月に南海本線上り線、平成23年５月に南海本線下り線の仮線切替えを行い、平成28年春の下り線高架切替に向け、鉄道工事は順調に進んでおり、代替案立案の余地はない。


５特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	・列車の走行に伴う騒音・振動を低減させるため、ラダー枕木の設置、ロングレールの採用、細粒バラスト使用等、環境への影響を最小限にとどめるよう環境保全対策に配慮している。
・既成市街地における既存の鉄道の立体交差事業であり、新たに自然環境に与える影響はほとんどない。

・渋滞緩和による大気質への負荷物質の排出量の抑制に寄与。

	前回評価時の意見具申（付帯意見）

と府の対応
	　－　


	その他
	【上位計画】
・大阪府都市整備中期計画（案）改訂版（H24.３）

・大阪府交通道路マスタープラン（H16.３）

・関西国際空港関連地域整備計画（S61.12）

・関西国際空港を活用した地域振興ビジョン（H11.12）


６対応方針（原案）

	対応方針（原案）
	○事業継続
＜判断の理由＞

・現在までの進捗は当初計画からは大幅に遅れているが、遅延要因が解消され、用地買収も100％完了しており、今後は計画通りの完成が見込まれている。踏切除却による踏切事故の解消、交通渋滞の緩和等、必要性にも変化はない。
・事業費は当初計画時より大幅に増えているが、本事業を中止することによる影響に比べ、事業を継続することの効果が大きいと見込まれる。

以上の理由により、事業を継続する。




